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Ａ．研究目的 

国のがん対策推進基本計画（以下、基本計画）

は、2022 年度に第 4期の計画が策定される流れ

となっている。第 1 期・第 2 期の全体目標として

10 年間で「がんの年齢調整死亡率（75 歳未満）

の 20%減少」が掲げられていたが、達成されなか

った。原因として喫煙率やがん検診受診率が目

標値に届かなかったことなどが定性的に指摘され

たが、定量的な評価は行われていない。第 3 期

基本計画では全体の数値目標は設定されなかっ

たが、都道府県計画では多くの場合目標設定さ

れている。そこで本研究では、がん対策における

各指標の関連性を可視化するために、がん対策

全体のロジックモデルを構築し、主要ながん種に

ついてがん対策の死亡率・罹患率への影響の定

量化およびがんの年齢調整死亡率・罹患率の目

標値の提案をすることを目的とした。 
がん対策推進協議会での議論では、健康格差

が大きなテーマの一つとなっている。国の健康づ

くり運動である健康日本 21 でも第二次の評価お

よび第三次の目標設定が 2022 年度に実施され

ており、特に健康格差の指標の拡充が課題とな

っている。そこで、国民栄養調査データを用いた

世帯収入別の各種指標の算出を合わせて行った。 
 
Ｂ．研究方法 
①がん対策全体のロジックモデルの構築 
 昨年度までに検討したがん対策のロジックモデ

ルを統合して、がん対策全体のロジックモデルを

構築した。 
②がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値の提

案 
がん年齢調整死亡率・罹患率の数値目標につ

いて、2022 年度厚生労働行政推進調査事業費

補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業「次期健康づくり運動プラン作成と

推進に向けた研究」と連携し、全がんの年齢調整

死亡率および罹患率のトレンド分析を行った。 
 
③国民栄養調査データを用いた世帯収入別の

各種指標の算出 
 国民健康・栄養調査の利用申請に基づき、

2018 年のデータを用いて世帯所得別の各種健

康指標の算出を行った。世帯所得は「200万円未

満」、「200 万円〜400 万円未満」、「400 万円〜

600 万円未満」、「600 万円以上」の 4 区分に分類

した。アウトカムとして分析の対象としたのは喫煙

率、禁煙意思（喫煙者のみ）、受動喫煙（家庭、

職場、飲食店、路上：非喫煙者のみ）、睡眠で休

養が十分にとれていない者の割合、生活習慣病

のリスクを高める量を飲酒している割合、歯の本

数（20 歯未満）の割合、運動習慣ありの割合であ

る。年齢階級（20-39 歳、40-59 歳、60-69 歳、

70 歳以上の 4 区分）と世帯員数（1 人、2 人、3
人、4 人、5 人以上世帯の 5 区分）で調整したロジ

スティック解析で男女別に分析し、それぞれの項

目の割合を推定した。また、傾向性の検定を行っ

た。 

研究要旨 
 がん対策の立案および評価における年齢調整死亡率・罹患率の有用性および位置づけを検討するた

めに、①がん対策全体のロジックモデルの構築、および②国民健康・栄養調査データを用いた世帯所

得ごとの健康指標の算出を行った。がん対策の予防・検診分野の各種指標についてロジックモデルを

構築することにより、各指標の意義と互いの関連性が可視化されるとともに、全体目標である年齢調

整死亡率・罹患率の位置づけが明確になることがわかった。数理モデルの適用により、疾病対策の死

亡率減少効果の定量化を行い、がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値としては、いずれも 75 歳未

満を想定した場合、年齢調整死亡率については 10 年規模で 30%減、年齢調整罹患率については減少、

10%減などの目標設定が可能だと考えられた。がん対策における健康格差の指標について、地理的剥

奪指標を用いた地域間格差の指標や社会階層別公的統計の集計が有用であることがわかった。 
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Ｃ．研究結果 
①予防・検診分野の健康格差指標の検討 
 がん対策関連指標のロジックモデルとして、各

種対策を上流に、ストラクチャ指標、プロセス指標、

生活習慣など中間アウトカムを中流に、分野別の

疾病アウトカム等を下流に配置し、最下流に全体

アウトカムとしての罹患・死亡の減少、健康格差

の縮小、患者本位の医療、患者・家族の QOL を

配置するモデルを構築した。さらにそれらの先に

目指すべき社会の姿を配置する構成とした。社

会環境アプローチは上流である対策に、健康格

差は全体目標および分野横断的な指標として配

置する形が考えられた（図 1）。 
 
②がんの年齢調整死亡率・罹患率の目標値の提

案 
年齢調整死亡率については今後 10年で約 20％
減少すること（図 2）、年齢調整罹患率については

横ばいが続くことが予測された（図 3）。 
 
③国民栄養調査データを用いた世帯収入別の

各種指標の算出 
喫煙、男性の職場での受動喫煙は世帯収入が

少ないほど曝露が多かった（図 4、図 5）。歯の本

数が少ない者（20 本未満）の割合も世帯収入が

少ないほど多かった。一方、運動習慣がある者の

割合は世帯収入が多いほど多かった。また、男

性では生活習慣病のリスクを高める飲酒をしてい

る者の割合が世帯収入が多いほど多かった。多

くの健康関連指標が世帯収入と関連していること

がわかった（図 6）。 
 
Ｄ．考察 
①がん対策のロジックモデルの構築 

諸外国および都道府県のがん対策の調査に

より、各がん対策が中間指標を通じて最終ア

ウトカムであるがんの年齢調整死亡率・罹患

率を減少させるという対策の全体構造を明確

に示すことが重要であることがわかった。が

ん対策の計画策定においては、がんの年齢調

整死亡率・罹患率の減少につながる個々の対

策と中間指標の関係について、本研究で示し

たようなロジックモデルを構築した上で、全

体の目標としてがん年齢調整死亡率・罹患率

の減少を掲げることが妥当だと考えられた。 
 
②国民栄養調査データを用いた世帯収入別の

各種指標の算出 

 喫煙率は世帯所得と特に強く相関しており、男

女ともより世帯所得が低いグループに対して禁煙

対策を行うことが全体の喫煙率低下に向けて重

要である。一方で、受動喫煙については職場に

おける受動喫煙（世帯所得が低い方がより受動喫

煙している）と飲食店における受動喫煙（世帯所

得が高い方がより受動喫煙している）で傾向が異

なるため、状況に応じた対策が必要である。さら

に、生活習慣病のリスクを高める飲酒をしている

者の割合が男性でのみ世帯所得と関連している

のに対して、睡眠で休養が十分にとれていない者

の割合は女性のみ世帯所得と関連していた。した

がって健康格差に関する性による傾向の違いも

考慮した対策が必要と考えられる。 
 
E. 結論 
 がん対策の立案において、がんの年齢調整死

亡率・罹患率はいずれも最終アウトカムとして重

要である。がんの年齢調整死亡率・罹患率の目

標値としては、いずれも 75 歳未満を想定した場

合、年齢調整死亡率については 10 年規模で

30%減、年齢調整罹患率については減少、10%
減などの目標設定が可能だと考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
該当なし 
 
２．実用新案登録 
該当なし 
 
３．その他 
該当なし 
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図 1. 日本のがん対策のロジックモデル案 

 

 

 
図 2. 全がん年齢調整死亡率の推移と予測値 

 

 

 

 

 

【基盤】
がん研究
人材育成

がん教育・がんに関する
知識の普及啓発

がん登録
患者・市民参画の推進
デジタル化の推進

【予防】
生活習慣の改善

感染制御
【検診】
受診率向上

検診精度の向上
発見率向上と不利益の低減

【医療】
医療提供体制の均てん化・集約化

治療へのアクセス改善
チーム医療の推進

がんのリハビリテーション/支持療法
/妊孕性温存療法の推進

希少がん・難治がん対策/小児AYAが
ん対策/高齢者のがん対策の推進

【共生】
診断時からの緩和ケアの推進
相談支援および情報提供
社会連携に基づくがん対策

がん患者等の社会的問題への対策
ライフステージに応じたがん対策

進行がん罹患率
の減少

診療の質の向上

早期がん割合の
増加

身体的・精神的
苦痛/情報提
供・相談支援/
地域連携・介護
/経済・就労/社
会・教育関連の

PROの向上

がん罹患率の減少

がん死亡率の減少

がん生存率の向上

がん患者とその
家族の苦痛の軽減
/療養生活の質の

維持向上
（注）検診による罹患率減少は前
がん病変の治療による
PRO: Patient reported outcome

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

199519971999200120032005200720092011201320152017201920212023202520272029203120332035

年
齢
調
整
死
亡
率
（
人
口1

0万
対

;昭
和

60
年
日
本
人
モ
デ
ル
人
口
）

がん年齢調整死亡率（男女計）の実測値と予測値

全年齢実測 全年齢予測 75歳未満実測 75歳未満予測

参考：全年齢
2020年ベースライン値: 110.9 [276.8]
2034年予測値: 86.1 （22.3%減）
2036年予測値: 83.0 （25.1%減）

75歳未満
2020年ベースライン値: 69.0 [126.6]
2034年予測値: 52.1（24.5%減→2015年基準人口22.5%減に相当）
2036年予測値: 50.2 （27.2%減→2015年基準人口25.0%減に相当）

年齢、暦年、およびそれらの交互作用を説明変数とした予測モデル（Japanese Journal of Clinical Oncology 2014, 44: 36-41）

・人口動態統計がん死亡数（ 1975～2020年実測値）および将来推計人口を用いて、年齢、暦年、およびそれらの交互作用
を説明変数としたモデル（ Jap. J. Clin. Oncol. 2014;44:36 -41）による。

・目標年は2036年時点で入手可能な 2034年とした（全体方針に合わせる）。
・これまでの目標値との連続性、壮年期の疾病負荷減少を重視して 75歳未満とした。

⇒上乗せして75歳未満で「30%減」など
2034年 48.3 [88.6]

※[ ]内は平成27年モデル人口の値

2022年度厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業
「次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究」と協同で作成。
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図 3．全がん年齢調整罹患率の推移 

 

 

 
図 4. 世帯所得ごとの喫煙率および禁煙意思（喫煙者のみ） 
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全年齢実測 全年齢予測 75歳未満実測 75歳未満予測

⇒今後も横ばいが続くことが予想されるため
75歳未満で「減少」、「 10%減」など

（今後のモニタリングにより数値決定）

1995-2015年：地域がん登録全国推計値

2016-2018年：全国がん登録

・2016～2018年のがん年齢調整罹患率は減少しているが、全国がん登録導入時の不安定性によると考えられる。
・高精度地域の年齢調整罹患率は 2010年以降横ばい（ J Epidemiol 2021;31:426 -450）。
・全国がん登録でも同様の傾向が続くと想定し、予防対策の効果としてシンプルに「減少」とした（今後のモ
ニタリングにより数値決定）。

・死亡と同様、壮年期の疾病負荷減少を重視して 75歳未満とした。

参考：全年齢
2018年 385.1 [753.0]

75歳未満
2018年 304.6 [ 505.8]

※[ ]内は平成27年モデル人口の値

2022年度厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業
「次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究」と協同で作成。
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図 5. 世帯所得ごとの受動喫煙（家庭、職場、飲食店、路上：非喫煙者のみ） 

 

 

 
図 6. 世帯所得ごとの睡眠、飲酒、歯の本数、運動習慣 

 

 


